




ON THE NEW ROLES AND FUNCTIONS OF SOCIAL 
EDUCATION INSTITUTIONS：
Centered on a discussion of the New Fundamental Law of Education
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Abstract
We discuss the new roles and functions of the Social Education Institutions, produced by the full 
revision of the Japanese Fundamental Law of Education. We found that these institutions are now not 
only the centre for learning activities of all (including children and senior citizens), but also of the 
activities for the development of the region and the communities. They also function as centre for 
the liaison between multiple institutions and groups to discuss and solve the multiple problems of the 
communities.
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( 市町村の教育委員会の事務 )：第 5条
３　公民館の設置及び管理に関すること
４　所管に属する図書館，博物館，青年の家その他の社会教
育施設の設置及び管理に関すること
７　家庭教育に関する学習の機会を提供するための講座の開
設及び集会の開催並びに家庭教育に関する情報の提供並びに
これらの奨励に関すること．
○１３　主として学齢児童及び学齢生徒に対し，学校の授業
の終了後及び休業日において学校，社会教育施設その他適切
な施設を利用して行う学習その他の活動の機会を提供する事
業の実施並びにその奨励に関すること．（○印，筆者，以下同じ）
○１４　青少年に対しボランティア活動など社会奉仕体験活
動，自然体験活動その他の体験活動の機会を提供する事業の
実施及びその奨励に関すること．
○１５　社会教育における学習の機会を利用して行った学習
の成果を活用して学校，社会教育施設その他地域において行
う教育活動その他の活動の機会を提供する事業の実施及びそ
の奨励に関すること．
（都道府県の教育委員会の事務）：第６条
１　公民館及び図書館の設置及び管理に関し，必要な指導及
び調査を行うこと．
２　社会教育を行う者の研修に必要な施設の設置及び運営，
講習会の開催，資料の配布等に関すること．
３　社会教育施設の設置及び運営に必要な物資の提供及びそ
のあっせんに関すること．
（図書館及び博物館）
第９条　図書館及び博物館は，社会教育のための機関とする．
２　図書館及び博物館に関し必要な事項は，別に法律をもっ
て定める．
第２章　社会教育主事及び社会教育主事補
（社会教育主事及び社会教育主事補の職務）
第９条の３　社会教育主事は，社会教育を行う者に専門的技
術的な助言と指導を与える．ただし，命令及び監督をしては
ならない．
２　社会教育主事は，学校が社会教育関係団体，地域住民そ
の他の関係者の協力を得て教育活動を行う場合には，その求
めに応じて，必要な助言を行うことができる．
３　社会教育主事補は，社会教育主事の職務を助ける．
４．これからの社会教育施設の新しい役割・機能
　教育基本法，教育振興基本計画，社会教育法等をみ
て，共通して期待される役割・機能が見えてくる．
（１）新しい社会教育の役割
　社会教育の目的としては，「公共の精神に基づき，
主体的に社会の形成に参画し，社会の発展に寄与する
人材の育成」が挙げられる．また，「個人の要望や社
会の要請に応え，社会で行われる教育」は社会教育の
領域である．さらに，「家庭教育に関する学習機会や
情報の提供」，「児童・生徒への放課後，休業日の学習
機会の提供，事業の実施」，「青少年のボランティア活
動（奉仕体験活動，自然体験活動），体験活動の機会
の提供」，「学習の成果を活用する機会の提供，事業の
実施」は社会教育の仕事であると言えよう．
（２）社会教育施設の新しい機能
　社会教育の目的・任務を遂行するために，社会教育
施設に求められる新しい機能は以下の3つである．社
会教育施設は①「地域の学習の拠点・活動の拠点であ
り，知の拠点であり，人づくり・まちづくりの拠点機
能を持つ施設」である．また，②「多様な関係機関と
組んで，出かけて事業等実施の中核施設の機能を持つ」
ことである．さらに③「学習の成果を活用して地域に
必要なボランティア活動を推進する役割・機能を持つ」
のである．
　そのためには，これからの社会教育関係職員には社
会教育施設を①地域課題解決のための学習活動・地域
貢献活動・公共活動の拠点にする．②多様な関係機関
団体・関係施設間，他部局，民間企業・団体，ＮＰＯ
等が繋がり・つなぐ等の連携の中核的な役割を社会教
育施設が担い，コーディネーターとしての役割を果た
すようにする．③社会教育施設自らが自己点検・自己
評価を実施して，評価の結果を住民に公表するととも
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に，「PDCAサイクル」を着実に実施する．④社会教
育施設の行政サービスを低下させないために，職員体
制を確立するとともに，職員の資質能力の向上のため
の職員研修が重要になる．
５．おわりに
　社会教育は「すべての国民の個人の要望，社会の要
請に応じて，あらゆる機会，あらゆる場所を利用して，
自ら実際生活に即する文化的教養を高め得るような環
境を醸成する」のが任務であるといえよう．この任務
を遂行するために社会教育施設は，関係機関団体と連
携する中核的な役割・コーディネーターとしての役割
が求められる．
　そのためには，１つには，社会教育施設は，地域住
民の学習を推進し，地域づくり，まちづくり，地域を
担う人づくりの拠点としての機能が求められるのであ
る．
　２つには，人が集まる施設・来館者の多い施設が求
められる．具体的には，見学者，学習者，学習グルー
プ，子どもから高齢者まで集う施設が求められるので
ある．
　３つには，社会教育施設は，多様な地域課題等を解
決するために，老人福祉，健康づくり，児童相談，福
祉協議会，まちづくり協議会，環境，法律等の様々な
活動を行う多様な施設との連携をつくる必要があるた
め，その連携の中核的な役割を果たすべきである．
　また，評価にあたっては，来館者数，見学者数，相
談者数，育てたグループ・サークル数，連携・協力し
た団体数等も実績に入れて評価することが施設の存在
意義になる．常に地域住民に説明責任を果たし，住民，
団体，学習グループが応援隊になってくれる施設が求
められる．
　さらに，具体的な人材育成にあたっては，学習者を
増やす，学習グループを育てることが基本である．さ
らに，育った学習者を地域公共活動のボランティア活
動参加へ案内する．ボランティア活動に自ら参加する
ように支援する．また，学習者自身がボランティア活
動を企画立案できるようにし，地域全体を見渡し「ま
ちづくりプランナー」になるように積極的にリードす
る．さらに，育った人材を「人材バンク」に登録し，
地域の人材資源として活用する機会を提供する．
　そして，活動資金獲得については，予算獲得，補助
金・助成金獲得，スポンサー獲得，広告料獲得，冠大
会・冠事業の実施等が挙げられるようにする．
　事業については，人づくり，まちづくりの視点が大
事である．そのためには，人材育成講座，学習グルー
プ育成講座，ボランティア養成講座，リーダー養成講
座，コーディネーター養成講座等が挙げられる．そし
て大事なのは，家庭教育・子育て事業，青少年の奉仕・
体験活動は社会教育施設の重要な事業であることを前
提にすることである．
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社会教育施設の新しい役割と機能に関する一考察
―教育基本法改正以後を中心に―
＜資料編＞
１．「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について　～知
の循環型社会の構築を目指して～」中央教育審議会答申(2008
（平成20）年2月19日)
第１部　今後の生涯学習の振興方策
１　生涯学習の振興の要請　－高める必要性と重要性
（自立した個人の育成や自立したコミュニティ（地域社会）の
形成の要請）
（持続可能な社会の構築の要請）
各個人が社会の成員として、人間･社会･環境･経済の共生
を目指し、生産・消費や創造・活用のバランス感覚を持ち
ながら、それぞれが社会で責任を果たし、社会全体の活力
を持続させようとする「循環型社会」への転換が求められる。
　各個人が、自らのニーズに基づき学習した成果を社会に
還元し、社会全体の持続的な教育力の向上に貢献するとい
った「知の循環型社会」を構築・・・（略）
３　目指すべき施策の方向性
（１）国民一人一人の生涯を通じた学習の支援―国民の「学ぶ
意欲」を支える
②多様な学習機会の提供及び再チャレンジが可能な環境の整
備
　社会の変化に対応するために必要な学習や公共の観点から
求められる学習については、学習者が必ずしも積極的に学習
しようとしない場合や、学習しようと思っても学習機会が十
分にない場合、市場のメカニズムに委ねていると民間事業者
によって学習機会が提供されない場合等が考えられ、・・行政
が積極的に学習機会提供・・啓発活動・・検証し、改善を図
ることが必要である。このため、公民館、図書館、博物館、
青少年教育施設、女性教育施設等の社会教育施設の果たす役
割は大きい。
（２）社会全体の教育力の向上　－学校･家庭･地域が連携する
ための仕組みづくり　－
①社会全体の教育力向上の必要性
○また、成人の様々な学習機会についても、従来の教育機関、
社会教育施設等特定の主体によって提供され、固定的な特定
の場で行われる機会のみでは十分でなく、多様な関係者が多
様な機会を提供することが望ましい。
②地域社会全体での目標の共有化
○各地域における教育力向上の必要性が高まる中、多様な関
係者・関係機関が連携し、様々な学習機会が各地域において
提供されることが望ましい。その際に、行政は、公民館、図
書館、博物館、青少年教育施設、女性教育施設等の社会教育
施設をこれまで以上に活性化し、様々な教育課題や行政課題
について新たな学習機会を提供するとともに、NPO等との一
層の連携を図ることが望まれる。
③連携・ネットワークと行政機能に着目した新たな行政の展
開
○そのようなネットワーク型行政の推進には、これまでの個
別の社会教育施設等において提供してきた行政サービスの在
り方を大きく見直すものであり、従来のサービスをより柔軟・
機動的にそれを必要としている者等に行き届くようきめ細か
い対応をすることが可能となり、今後は、地域社会の住民等
のニーズに応じて、このようなネットワークを活用し、必要
とされるところに積極的に出向いていく行政を推進すること
が期待される。
○　例えば、・・・、公民館等においても施設に来る対象者に
対するサービスの提供の視点のみならず、その機能を核とし
て民間事業者等と連携した「出前型」の講座等を実施するこ
と、・・・等、地域のニーズに応じた様々な取組が考えられる。
○　これまでも、福祉や学校教育等・・・訪問型の支援を行
うなど、支援を必要としている対象者に行き届くきめ細かい
行政への取組が行われているところである。しかしながら、
生涯学習振興行政・社会教育行政においては、個人の自主的
な意志を尊重するとの基本的考え方が強いこと等から、一部
例外はあるものの、基本的には社会教育施設等の特定の機能
を持った場においていわば固定的にサービスを提供する取組
が主体であった。今後は生涯学習振興行政・社会教育行政に
おいても他の分野における取組等も各地域において参考とし
つつ、行政の側がより積極的に「出向いて行く」ことにより、
支援を必要としているが自ら積極的に来ない者や来たくとも
来れない者等に対するよりきめ細かい対応も期待される。
４　具体的方策
（１）国民一人一人の生涯を通じた学習の支援―国民の「学ぶ
意欲」を支える
②多様な学習機会の提供及び再チャレンジが可能な環境の整
備
○　国民の生涯にわたる学習活動を支援し、学習機会の充実
を図る上で、社会教育行政としては、地域の学習拠点である
社会教育施設の活用を図ることが重要な課題となってい
る。・・・（略）
今一度地域の重要な資源であるこれらの社会教育を担う施設
の活性化が期待されており、各地方公共団体における行財政
上の配慮を期待したい。
（社会教育施設等を活用した多用な学習の場の充実）
○　住民の地域社会への貢献やコミュニティづくりへの意識
を高め、地域独自の課題や公共の課題に対応するなど、民間
事業者等によっては提供されにくい分野の学習を支援するた
め、公民館、図書館、博物館、青少年教育施設、女性教育施
設等の社会教育施設の機能強化が望まれる。・・・例えば、住
民の主体的な地域課題への取組や、社会の要請が高い分野の
学習、家庭教育に関する学習等を行う学習拠点として位置付
け、またその際には情報通信技術を活用するなどし、地域社
会における課題解決の機能を総合的に確保することが重要で
ある。
（２）社会全体の教育力の向上　－学校･家庭･地域が連携する
ための仕組みづくり　－
（地域の教育力向上のための社会教育施設の活用）
○　民間事業者等も含めた多様な学習機会が提供されるよう
になっているが、社会教育施設は、行政が地域住民のニーズ
を把握し、主導的に学習機会を企画し、自ら提供することが
できる地域の学習拠点である。これらの社会教育施設におい
て、地域が抱える様々な教育課題への対応、社会の要請が高
い分野の学習や家庭教育支援等、地域おける学習拠点・活動
拠点としての取組を推進することが必要である。
○　具体的には、例えば公民館においては、高齢者を交えた
三世代交流等の実施や、各地域において受け継がれている子
どもの遊び文化の伝承等を通じて、世代を超えた交流の場と
して活性化を図ることが必要である。また、地域が抱える課
題への対応として、大学・高等専門学校・高等学校との連携
講座等、学校と連携した教育活動の実施、高齢者、障害者、
外国人等地域において支援を必要としている者への対応、裁
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判員制度、地域防犯、消費者教育等の社会の要請が高いと考
えられる事柄についての学習機会の提供が望まれる。
○　図書館においては、・・・地域の課題解決に向けた取組に
必要な資料や情報を提供し、住民が日常生活を送る上での問
題解決に必要な資料や情報を提供するなど、地域や住民の課
題解決を支援する機能の充実を図ることが求められる。・・・。
また、子どもの読書活動や学習活動を推進する観点から、学
校図書館への支援を積極的に行うことが重要である。
○　博物館においては、各館の特色・目的を明確にした上で、
地域の歴史や自然、文化あるいは産業等に関連した博物館活
動を地域住民の参画を得ながら積極的に展開したり、地元出
身の偉人を顕彰する記念館や地域のシンボルである文化財や
自然環境等を活用した博物館等を核として、地域住民が地元
に対する誇りや愛着を得られるようなまちづくりを実施する
ことが望まれる。また、博物館資料を活用した学校教育の支
援を積極的に行うことが重要である。
第２部　施策を推進するに当たっての行政の在り方
２　今後の行政等の在り方　―　生涯学習振興行政・社会教
育行政の再構築　―
（２）社会教育を推進する地域の拠点施設の在り方
○　・・・、生涯学習振興行政・社会教育行政が今後、国民
一人一人の学習活動を支援するための施策や地域社会の教育
力を向上するための施策を推進するに当たっては、地域にお
ける様々な施設を地域の資源として活用することが望まれる。
その中でも特に、公民館、図書館、博物館、青少年教育施設、
女性教育施設等の社会教育施設は、地域の社会教育施設の拠
点として、積極的に活用される必要がある。
○　家庭・地域の教育力の低下についての指摘や社会の要請
に応じた学習機会の提供等へのニーズの高まり等を背景に、
例えば、地域における課題等に関する学習活動としての場や
子どもたちの学校外の居場所、自主的な学習の場、家庭教育
支援の場等として、公民館、図書館、博物館、青少年教育施設、
女性教育施設等の社会教育施設は、社会教育を推進する拠点
施設として、その機能を充実させることが求められる。また、
改正教育基本法第12条においても、国及び地方公共団体は、
公民館、図書館、博物館その他の社会教育施設の設置等によ
って社会教育の振興に努めなければならないと改めて規定さ
れたところである。これらの社会教育施設が、これまで社会
教育行政の推進において果たしてきた役割を引き続き果たし
ていくことは当然であるが、社会の変化に対応し、各個人や
社会全体の新たなニーズに積極的に応えていくことが求めら
れている。
○　例えば、公民館においては、各地域の実情やニーズに応
じて、民間等では提供されにくい分野の講座開設や子育ての
拠点となる活動を積極的に行うなど、「社会の要請」に応じた
学習活動の機会の量的・質的な充実に努め、その成果を地域
の教育力の向上に生かすことが求められる。また、関係機関・
団体と連携・協力しつつ、地域の課題解決に向けた支援を行い、
地域における「公共」を形成するための拠点となることが求
められる。
○　また、図書館についても、国民が生涯にわたって自主的
な学習を行う上で、その果たすべき役割は極めて大きい。図
書館が従来より担ってきた役割、すなわち、住民の身近にあ
って、図書やその他の資料を収集、整理、保存し、その提供
を通じて住民の個人的な学習を支援するという役割に加えて、
特に近年は、地域が抱える課題の解決や医療・健康、福祉、
法務等に関する情報や地域資料等、地域の実情に応じた情報
提供サービスを行うことも求められている。図書館は、社会
教育施設の中でも利用度が高く、いわば地域の「知の拠点」
であり、その質量両面における充実が図られるべきで有り、
特に図書館未設置の市町村にあっては、住民のニーズを踏ま
え、今後速やかに図書館の整備に向けた取組に着手すること
を期待したい。
○　同様に、博物館は、歴史、芸術、民俗、産業、自然科学
等に関する資料の収集・保管、調査研究、展示、教育普及活
動等を通して、社会に対し様々な学習サービスを提供してき
ており、人々がその興味関心やニーズに応じて学習を行って
いく上で、その果たす役割は大きい。特に近年、地域文化や
生涯学習・社会教育の中核的拠点としての機能や子どもたち
に参加・体験型の学習を提供する機能等を高めていくこと、
さらに地域におけるボランティアや社会教育団体の協力を得
た地域ぐるみの博物館活動の取組が期待されている。
○　・・・。昨今、青少年の社会的自立の遅れ等の問題が指
摘される中、青少年が自立への意欲を持ち行動する上で必要
な資質・能力の多くは、自然体験を通じて育成されることが
これまでの知見により明らかになっており、青少年教育施設
の果たす役割の重要性は高まっている。青少年教育施設がこ
うした要請に応じた対応を行うよう、関係者の連携による積
極的な取組が求められる。
○　また、女性教育施設（男女共同参画センター等を含む）は、
これまでも男女共同参画社会を実現していく上で女性が力を
つけるための学習事業のほか、女性の経験等を踏まえた、男
性の子育て参加や定年後の地域参加のための事業を実施する
など、女性のみならず男性も利用する生涯学習の拠点として
の役割を果たすようになってきている。少子高齢化が進む我
が国において、女性が一層社会参画しその力を生かしていく
ことは、社会を活性化していく上で大いに期待されるところ
であり、女性教育施設においては老若男女すべての者による
男女共同参画推進のためのさらなる取組が求められる。
○　このほか、地域の実情に応じて、学校施設や文化、スポ
ーツ施設、首長部局所管の施設等の積極的な活用を図ること
や、高等教育機関や企業所有の施設で専門性の高い学習を提
供できる施設との連携等、地域における様々な施設を生涯学
習・社会教育の拠点として活用していくことも重要である。
○　地域の教育課題に対応するために、関係者・関係機関で
横断的なネットワークを築き、そのネットワークに地域課題
に対応した特定の機能を持たせることにより、生涯学習振興
行政・社会教育行政を推進していくに当たっては、社会教育
施設が地域のネットワークの拠点となることが求められる。
その際、社会教育施設がコーディネーターの役割を果たし、
地域における民間施設等を含む他の施設との積極的な連携を
促進していくことが特に求められる。
○　・・・社会教育施設が自らの運営状況に対する評価を行
い、・・・計画・実践・評価・改善のサイクル（いわゆる「PDCA
サイクル」）の着実な実施･･･求められる。
・・・、公民館、図書館、博物館等の社会教育施設について、
それぞれが実施する教育活動等の運営状況に関する自己評価、
それに基づいて改善を図る努力義務及び地域住民等の関係者
に対し情報提供の努力義務を課すことが求められる。なお、
自己評価を行う際は、可能な限り、外部の視点を入れた評価
が望まれる。
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社会教育施設の新しい役割と機能に関する一考察
―教育基本法改正以後を中心に―
２．「公民館の設置及び運営に関する基準」の告示：文部科学省
（平成15年6月6日）
＜見直しのポイント＞
本告示は、①地方分権の推進に伴う定量的、画一的な基準の
大綱化･弾力化、②多様化、高度化する学習ニーズや国際化、
情報化等の進展に伴う現代的課題への対応などを踏まえ、従
来の「基準」（昭和34年12月28日文部省告示）の全部を改正
した。
第２条関係（対象区域）　広域的･体系的な学習サービス
第３条関係（地域の学習拠点としての機能の発揮）
１項＝公民館は「地域の学習拠点としての役割を明確化し、
社会教育関係団体、NPO等と共に講座を企画・立案すること
などにより多様な学習機会の提供につとめる」
２項＝公民館は「地域住民の学習活動に資するよう、インタ
ーネットその他の高度情報ネットワークの活用等の方法によ
り、学習情報の提供の充実に努める」
第４条関係（地域の家庭教育支援拠点としての機能の発揮）
家庭教育に関する学習機会、学習情報の提供・相談等の実施
により､ 地域の家庭教育支援の拠点としての機能の発揮に努
める
第５条関係（奉仕活動・体験活動の推進）
ボランティア養成の研修会の開催や、奉仕活動・体験活動に
関する学習機会・学習情報の提供の充実に努める
第６条関係（学校、家庭及び地域社会との連携等）
　関係機関・団体との緊密な連携・協力により、学校、家庭
及び地域社会の連携の推進に努めるものとする
第７条関係（地域の実情を踏まえた運営）
第７条２項　夜間開館の実施など、開館日､ 開館時間の設定
に当たっては地域住民の便宜を図る
第８条関係（職員の資質の向上）
３項＝「職員の資質及び能力の向上を図るため、研修機会の
充実に努める」
第９条関係（施設及び設備）
地域の実状に応じた施設設備の整備･充実
第１０条（事業の自己評価）
自己点検･自己評価を行い、その結果を地域住民に公表する
